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循環論／地球温暖化対策技術
（カラーの資料は、下のＵＲＬからダウンロードできます）

http://sunshine.naoe.t.u-tokyo.ac.jp/jun/ut_version/publications/021015.pdf

• Sustainable Development（持続可能な開発）

• Equity（地域・世代を越えた公平性）

• 豊かさから後戻りできない

• 豊かさの内容を考え直す

• 公平性を考えた場合の日本の役割・産業形態は？

• グローバル化の中での日本の役割・産業形態は？

→ 単位サービスあたりの原単位を下げる

→ エネルギー・環境面の無駄を無くす

環境プランナー講座

東京大学 大学院工学系研究科 環境海洋工学専攻
東京大学 工学部 ｼｽﾃﾑ創成学科 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｺｰｽ
助教授 高橋 淳
http://sunshine.naoe.t.u-tokyo.ac.jp/jun/

２００２年１０月１５日
推薦図書

• とりあえずの入門書（読み物）として次のものを推薦します。
値段も安く、専門知識は必要としませんので是非読んでみてください。
ネットからは拾えないまとまった情報です。

– 地球持続の技術、小宮山宏／著、岩波新書（新赤板）647、660円＋税

– 地球温暖化を防ぐ－20世紀型経済システムの転換－、佐和隆光／著、岩波新書、
660円＋税

• 若干専門的になりますが、エネルギー関連問題を俯瞰的視点からよく整理している本とし
て次の１冊をあげておきます。少し高いですが。

– 新エネルギー技術入門、足立芳寛／著、オーム社、3,500円＋税

• その他環境関連の書籍は無数にあり選択に困ると思います。

– 私の研究室にある関連図書は一応内容を吟味して研究に活用できると判断したもので
すので、自習の際の文献探しの参考になるかもしれません。
http://sunshine.naoe.t.u-tokyo.ac.jp/jun/ut_version/zemi/env-book.pdf

– ただし、反面教師として活用している駄作もあり、すべてを良書として推薦している
わけではありませんので、念のため。

地球温暖化（に起因する気候変動）問題・エネルギー問題

? IPCCによる気候変動予測（2001年3月：第3次評価報告書）
? 6つのシナリオ（経済志向か環境志向か、地球主義志向か地域主義志向か）
? 2100年までに1.4～5.8℃の平均気温上昇、9～88cmの海面水位上昇

? UNFCCC- COPでの国際公約（1997年12月京都議定書採択、2003年発効の見通し）
? 気候変動問題への効果は十分とは考えられないが、国際的行動の貴重な第一歩
? 日本は2008～2012年の平均で温室効果６ガスを1990年の94%まで削減
? 排出量の計算ルールや目標達成手段の合意がなかなか得られなかったが、COP7
（2001年11月）で概ね合意され、2003年に米国抜きで発効する見通し

? 国際的エネルギー問題
? 化石エネルギー高騰の可能性
? 可採年数（石油40数年、石炭200数十年、天然ガス60数年）半減必至
? 石油価格は2015年頃から上昇し始めるという予測も
? 自然エネルギー（太陽光、風力）コストの低下に加え、地球温暖化対策も後押
しして、水素エネルギー社会までのソフトランディング戦略を各国が検討開始

ＩＰＣＣ

ＣＯＰ

化石エネルギー資源需給予測

CO2排出量 炭素循環

次

IPCCの予測における想定シナリオ
（SRES: Special Report on Emission Scenarios）

• IPCCでは大きく分けて４つのシナリオが設定され、それぞ
れにおける気候変動を予測している。
– A1シナリオファミリーは、エネルギーシステムおける技術革新の
選択肢の異なる三つのグループに分かれており、合計６シナリオ。

• 化石エネルギー源重視（A1FI）
• 非化石エネルギー源重視（A1T）
• 全てのエネルギー源のバランス重視（A1B）

１ 地球主義志向

２ 地域主義志向

Ａ Ｂ
経済志向 環境志向

Ａ１Ｆｌ
Ａ１Ｔ
Ａ１Ｂ

Ａ２

Ｂ１

Ｂ２
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IPCCによる予測結果（第３次：2001年３月） IPCCによる予測結果（第３次：2001年３月）
も
ど
る

国際的動向

• 石油危機以降
→ 各国における省エネの推進・代替エネの導入

• 地球温暖化問題への国際的取り組み
1988 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設立
1992  環境と開発に関する国連会議（地球サミット）
1994 気候変動枠組条約（UNFCCC）発効
1997 COP3（京都議定書採択）→90年比6%削減
2001 COP7（京都議定書運用ルール合意）
2002 ? 京都議定書批准 → 発効

国際協調による新たなる対応の必要性
（技術開発、メカニズム、etc.）

問題：地球の温度を、次の条件の下で計算せよ。

① 温度Ｔの物体から放射される単位面積・単位時間あたりのエネルギーは
σＴ4 [J/m2s] （σは物理定数：5.67×10-8 [J/m2sK4] ）

② よって、半径Ｒの球体の表面から放射される単位時間あたりのエネルギーは
4πＲ2×σＴ4 [J/s]

③ 物体の最終温度は入射エネルギーと放射エネルギーがつりあった状態から決定され
るので、上記②の球体に、単位時間あたりＥ [J/s]のエネルギーが入射する場合
4πＲ2×σＴ4＝Ｅ

から、物体の温度が計算できる。
例えば、物体に入射されるエネルギーがゼロの場合、Ｔ＝０となる。
（正確には、物体のエネルギー収支には、他に熱伝導があるが、本件では考えない）

④ 半径Ｒの球体を地球、入射されるエネルギーＥを太陽からのエネルギーとして、地
球の温度Ｔを計算せよ。
ここで、太陽から放射されるエネルギーのうち、地球に当たる部分を単位面積・単
位時間あたりＳ=1367 [J/m2s]とすると、単位時間あたりに地球表面に入射する
太陽からのエネルギーはつぎのようになる。
Ｅ＝πＲ2×Ｓ [J/s] （Ｓ=1367 [J/m2s] ）

地球の温度の計算（その１：単純計算）

① 温度Ｔの物体（地球）から放射される単位面積・単位時間あたりのエネルギーは
σＴ4 [J/m2s] （σは物理定数：5.67×10-8 [J/m2sK4] ）

② よって、地球（半径Ｒ）の表面から放射される単位時間あたりのエネルギーは
4πＲ2×σＴ4 [J/s]

③ 同様にして、太陽から放射されるエネルギーが計算できるので、そのうちの地球に
当たる部分も計算でき、これを単位面積・単位時間あたりＳ [J/m2s]とすると、地
球表面に入射する太陽からのエネルギーは
πＲ2×Ｓ [J/s] （Ｓ=1367 [J/m2s] →単位面積あたり1367ワット！）

④ 入射エネルギーと放射エネルギーがつりあって、地球は現在の温度になっているの
だから、現在の地球の温度をＴとすると
πＲ2×Ｓ＝4πＲ2×σＴ4

→ Ｔ4＝Ｓ／4σ＝1367／(4×5.67×10-8 )＝60×108

→ Ｔ＝279 [K]＝6 [℃]

⑤ 実際の地球の平均気温（約15℃）との食い違いの原因は？

地球の温度の計算（その２：補正された計算）

⑤ 実際の地球の平均気温（約15℃）との食い違いの原因は？
（１）大気による入射エネルギー（πＲ2×Ｓ）の反射
（２）大気による放射エネルギー（4πＲ2×σＴ4）の反射

（正確には赤外光の吸収と再放射）→温室効果

⑥ 上記（１）については、地球の場合の反射率は30%だから、計算し直すと
0.7×πＲ2×Ｓ＝4πＲ2×σＴ4

→ Ｔ4＝0.7Ｓ／4σ＝0.7×1367／(4×5.67×10-8 )＝42×108

→ Ｔ＝255 [K]＝-18 [℃]

⑦ 地球の実際の平均温度である15℃との差、33℃が上記（２）の温室効果による
モノである。

⑧ 入射を遮るガスが増加すれば地球は冷え、温室効果ガスが増加すれば地球は温暖
化する。
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小宮山宏「地球温暖化問題に答える」東京大学出版会より

温室効果の概念図

二酸化炭素やメタンなどの温室効果ガスは、太陽の光は通すものの、地表
からの熱（赤外線）は途中で吸収し、宇宙空間に熱が逃げるのを妨ぐ。
このため地球上の気温が上昇し（温暖化）、地球規模で降雨パターンや気
候の変化、氷河の融解による海水面の上昇などが起こると予想されている。

平成12年版環境白書（総説）より

温室効果ガスの地球温暖化への寄与分

地球温暖化係数（ＧＷＰ）
ＣＯ２： １
ＣＨ４： ２１
Ｎ２０： ３１０
ＨＦＣ：～ １３００
ＰＦＣ：～ ６５００
ＳＦ６： ２３９００

化石燃料からのCO2排出量と大気中のCO2濃度の変化

産業革命以降、産業の発展に比例するように二酸化炭素の濃度も上昇
しており、1950年代からは急激に悪化しているのがわかる。

ＣＯＰ３で採択された「京都議定書」のポイント

平成12年版環境白書（各論）より

１．数値目標（第３条）
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地球温暖化問題に対する国内対策

地球温暖化対策推進本部（1997年12月設置）
• 本部長：内閣総理大臣、副本部長：内閣官房長官、経済産業大臣、環境大臣
• 地球温暖化対策推進大綱（1998年6月）

環境省：中央環境審議会

経済産業省：産業構造審議会／環境部会がとりまとめ
• 総合資源エネルギー調査会：ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2対策（需給見通し、省エネ、新エネ対策）
• 産業構造審議会／環境部会：総合的な温暖化対策の検討（自主行動計画、京都ﾒｶﾆｽ゙ ﾑ）
• 産業構造審議会／産業技術分科会：革新的温暖化対策技術開発【＊１】の検討
• 産業構造審議会／化学・バイオ部会：代替フロン等の対策

産業界：経団連自主行動計画（1997年）

【＊１】 革新的温暖化対策技術開発
• テーマ抽出と温室効果ガス削減効果の見積もり（2001年4～7月）
• 76テーマが抽出（2010年に効果が期待：33件、2010年以降に効果が期待：43件）
• 2010年時点での削減効果：2～7MtC（1990年比0.7～2.3%）

平成12年版環境白書（総説）より

日本の二酸化炭素排出量の推移
も
ど
る

詳細説明

一人あたりのＣＯ２排出量と炭素税
（覚えておくと便利な概算値）

• エネルギー関連ＣＯ２排出量（炭素換算）
– 世界で約６０億トン／年（一人約１．０トン／年）
– 日本で約 ３億トン／年（一人約２．５トン／年）

• 炭素税・・・その是非、効果の有無は別にして・・・
– 既に北西ヨーロッパ諸国では導入済み

• 千円～２万円／炭素１トン
– 仮に我が国で、３千円／炭素１トンとすると約９千億円の税収

• これは科学技術関連予算と同等
• これを温暖化対策特別会計とすると短期効果有りと試算されている

– 仮に我が国で、３万円／炭素１トンとすると約９兆円の税収
• これは５％の消費税と同等の税収（2000年度国家予算は85兆円）
• ただし、一般会計に繰り込んでしまうと、短期効果は小さい

説明へ

も
ど
る

エネルギー関連CO2排出量上位4カ国の現状

アメリカ、旧ソ連、中国、日本の４カ国だけで、世界の総排出量の半分以上を占
めているのが現状。
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先進国一人当たりエネルギー関連CO2排出量の比較

一人当たりの排出量では、日本は他の先進国と比べても低い水準。
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エネルギー関連CO2排出量の各国の現状

トータルの面積：
世界のエネルギー関連CO2排出量 →約6,000 MtC/年

現在の世界各国のCO2排出量
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京都プロトコルにより増加しない

日本レベルへ排出量増加

USAレベルへ排出量増加

未来の世界各国のCO2排出量
途上国は増加する可能性 大

温室効果ガス削減コスト

• 日本は世界最高水準のエネルギー効率を達成しており、
排出削減コストが高い。

• 世界全体でのコストは排出量の取り引きにより極小化す
ることができる。

約数十途上国

約３００（２０～ ９６６）ＥＵ

約２００（７６～ ４１０）米国

約４００（９７～１０７４）日本

国内削減コスト（1990年価格US$/tC）

出典：IPCC第３次評価報告書（2001年３月）等

も
ど
る

炭素循環と温暖化に関する諸量

● ＣＯ２換算４４トン＝炭素換算１２トン

● 地球表層における炭素原子の存在量（単位：炭素換算）
大気中： ７０００億トン（産業革命前は４０００億トン）
陸 上： ２００００億トン
海 中：４０００００億トン

【 化石資源が大気中に出る前は、長い年月をかけてこの程度の比率に落ち着いていた
が、（海への炭素の移行には時間がかかるため）化石資源の燃焼などにより大気中
にＣＯ２が急激に貯まって行っているのが現状。】

● 現在の世界の年間ＣＯ２排出量（単位：炭素換算）＝７０億トン
このうち、化石資源によるものが６０億トン（一人平均１トン）
日本は年間３億トンの化石資源を消費しているので、日本人は一人２．４トン

● 排出された７０億トンの行き先
大気中： ３５億トン（ ７０００億トンの０．５％）
陸 上： １２億トン（ ２００００億トンの０．０６％）
海 中： ２３億トン（４０００００億トンの０．００６％）

1900 45004000350030002300220021002000
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化石燃料から放出されるCO2の海洋注入に伴う大気中濃度の予測
【Hoffert,M.I.et al，Climatic Change，2，53（1977）】

西暦（年）

大
気
中
の
二
酸
化
炭
素
濃
度

スケール変更

(a)

(e)

(d)
(c)

(b)

長期的にみた
大気中CO2の増加量

(a)全量大気放出，(b)50%を深度1500mに注入，(c)50%を海底(4000m)に注入
(d)100%を深度1500mに注入，(e)100%を海底(4000m)に注入

（ppmv）
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CO2隔離技術概念図 CO2の海洋隔離の考え方 も
ど
る

石油・天然ガスの需給予測

小林、エンジンテクノロジー(2000.11,pp.13-18)より引用

も
ど
る

部門別エネルギー消費の推移

• 省エネが規制の対象や競争力となる部門では増えていない
• 産業部門、運輸（貨物）部門 ← 自主行動計画、省エネ法

• 一般大衆に委ねられている部門で大幅に増加している
• 民生（業務）部門 → ガイドラインが策定されつつある
• 民生（家庭）部門、運輸（旅客）部門 → 優遇税制（インセンティブ期待薄）

産業部門

民生部門

運輸部門

１バーレル＝１５９Ｌ → １０＄／バーレル＝０．０６３＄／Ｌ
＝７円／Ｌ（１＄＝１１０円の場合）

原油価格の推移（ドルベース）

円相場の推移
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化石エネルギーの輸入価格の推移（円ベース）

原油の場合
11Mcal/kg
=9.4Mcal/L
だから
1円/Mcalは
9円/L相当

原油の場合
11Mcal/kg
=9.4Mcal/L
だから
1円/Mcalは
9円/L相当

小宮山宏「地球持続の技術」岩波新書より

小宮山宏「地球持続の技術」岩波新書より

冷蔵庫の消費電力の推移
（73年を100とする）

小宮山宏「地球持続の技術」岩波新書より

も
ど
る

民生（家庭）部門：１世帯あたり年間CO2排出量の推移

１９６５年の約2.3倍

○内訳
照明・家電･･･43.5％
給湯･･･・・・・・27.8%
冷暖房･･･・・・28.7%
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環境省ホームページ（家庭でできる温暖化対策）より
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/katei.html

電気代について

• 日本の電気代
– 基本料金： 円（30A契約の場合）
– 電力量料金： 約 円/kWh

• 電気器具の消費電力量
– 冷蔵庫 約 W×24h×30日＝ kWh（約 円）／月
– テレビ 約 W× 6h×30日＝ kWh（約 円）／月
– テレビ（待機時） 約 W×24h×30日＝ kWh（約 円）／月
– ビデオ 約 W× 2h×30日＝ kWh（約 円）／月
– ビデオ（待機時） 約 W×24h×30日＝ kWh（約 円）／月
– エアコン 約 W× 6h×30日＝ kWh（約 円）／月

• 家電業界の省エネ技術
– 冷蔵庫、エアコン、ビデオの待機電力の省エネ対策が優先

780
20     16.41円/kWh（～120kWh）

21.78円/kWh（120～300kWh）
23.85円/kWh（300kWh以上）

100               72          1440
100               18           360
1                0.72         14
20                1.2          24
5                3.6          72
1000              180          3600

も
ど
る

図表II-4-3 運輸部門起源CO2の推移
（平成１３年度 国土交通白書より）

• このまま無対策でいくと、2010年に輸送部門から８１ＭｔＣ（９０年比４０％増）となる。
• 京都議定書遵守のためには、2010年に６８ＭｔＣ（９０年比１７％増）としたい。
• 現在７１ＭｔＣであるから、６８ＭｔＣというのは比較的達成しやすい目標？

約５８百万トン

１９９０年

輸送部門での省エネ・温暖化対策

• サービスの質と量を低下させない（Sustainable Development）とすると、
単位サービスあたりの原単位を下げるしかない。

• 単位サービスあたりの原単位を下げるためには：

– より原単位の小さな輸送手段への転換：
• 貨物部門におけるモーダルシフト（トラック輸送の鉄道・海運への転換）
• 旅客部門における自家用車から公共交通機関利用への転換
• 省エネ車購入時の優遇税制

– 同じ輸送手段をより高い原単位で活用する：
• 渋滞の緩和（ＥＴＣ，ＩＴＳなど）
• 長時間停車時のアイドリングをやめる

– 輸送手段自体の原単位低下（＝燃費向上）：
• 推進形態の変更（ハイブリッド車、燃料電池車）
• 車体軽量化（ﾊｲﾃﾝ、ｱﾙﾐﾆｳﾑ、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ、複合材料）
• 空力抵抗低減

説明

説明

説明

説明

運輸（貨物）部門：輸送機関別に見た二酸化炭素排出原単位 も
ど
る

平成12年版環境白書（総説）より

運輸（旅客）部門：輸送機関別に見た二酸化炭素排出原単位
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国内旅客輸送の機関分担率の推移（人キロ）
（平成１３年度 国土交通白書より）

も
ど
る

平均車速と燃費

出典：（社）日本自動車工業会出典：（社）日本自動車工業会

渋滞の現状
• 料金所における渋滞が最も多い。

も
ど
る

省エネ・温暖化対策としての自動車軽量化

• なぜ自動車なのか？
– 日本の石油使用量の約３分の１が自動車による

• 世界の石油使用量の約半分は自動車による
– 日本のＣＯ２排出量の約２０％が自動車から

• 運輸部門のＣＯ２排出量の８８％が自動車から

• なぜ軽量化なのか？
– 燃費向上の費用対効果が高い
– 他の燃費向上技術（燃料電池、抵抗低減）と共存

• なぜ急いで自動車を軽量化しなければいけないのか？
– 中国とインドのモータリゼーションに間に合わせないと大変

• 注意点は？
– 技術的に、段階を追って軽量化する必要がある
– 技術適用からポテンシャル発揮まで１５～２０年かかる
– リサイクル（正しくは３Ｒ）を考慮して設計する必要がある

説明

説明

説明

説明

日本の石油の用途
輸送機関別に見た二酸化炭素排出量の割合（1997年度）

平成12年版環境白書（総説）より
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運輸部門起源CO2排出量の推移
（平成１３年度 国土交通白書より）

高齢者にとっての外出時の障害
（平成１３年度 国土交通白書より）

日米の石油使用量とＣＯ２排出量の比較

• 世界の石油生産量＝約３５億ｋＬ／年

• 確認可採量＝約１６２０億ｋＬ → 可採年数＝約４５年

Neg.

Neg.

6.6億ｋＬ／年（66%）

6.6億ｋＬ／年（66%）

10 億ｋＬ／年

米

0.08億ｋＬ／年（ 2.7%）

0.05億ｋＬ／年（ 1.6%）

1.00億ｋＬ／年（33.2%）

1.13億ｋＬ／年（37.5%）

3.00億ｋＬ／年

日

船舶

航空機

自動車

うち輸送部門

石油使用量

Neg.

Neg.

3.5億トン／年（25%）

3.5億トン／年（25%）

14 億トン／年
（一人約5.2トン／年）

米

0.042億トン／年（ 1.4%）

0.024億トン／年（ 0.8%）

0.61 億トン／年（20%）

0.71 億トン／年（24%）

3.00 億トン／年
（一人約2.5トン／年）

日

船舶

航空機

自動車

うち輸送部門

ＧＨＧ排出量

• 世界のエネルギー関連ＧＨＧ排出量（炭素換算）＝約６０億トン／年（一人約１トン／年）

• 気候変動枠組み条約における日本の公約（ＧＨＧの人為的排出量を1990年レベルの6%減）
• 1990年のＧＨＧ排出量＝3.34億トン／年
• 2010年のＧＨＧ排出量＝3.14億トン／年以下（1990年レベルから0.2億トン／年(6%)の削減）
• 1999年のＧＨＧ排出量＝3.56億トン／年（2010年までに0.42億トン／年(13%相当)の削減必要）

も
ど
る

平成12年版環境白書（総説）より

製品のライフサイクルでの二酸化炭素排出量の例

小宮山宏「地球持続の技術」岩波新書より

乗用車における低速・低速走行時の
抵抗はころがり抵抗が支配的なので、
車体重量軽減が燃費向上に効果的

低速＆定速走行時のころがり抵抗
≒ 車体重量×動摩擦係数

自動車における抵抗

• ころがり抵抗 ・・・・・・ タイヤ、地面の状態、車体重量による
• 空力抵抗 ・・・・・・ 車体前面形状、運転速度による
• ミッションの摩擦など

も
ど
る

平成12年版環境白書（各論）より

日本の自動車保有台数の推移

世界では8.5億台
(乗用車は5.2億台)
↓
60億人で割ると
７人で１台
(乗用車は1２人で１台)
↓
先進国平均は2人で１台
(乗用車は2.5人で１台)

・・・20億人しか車を
使っていない
↓
今後、中国インド等で
の車の普及を考えると、
自動車の排出ＣＯ２対
策が世界的に重要であ
ることは自明
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• 中国インドの保有台数増加率を現状
維持（１５．３％）と仮定
↓

• ２０１３～２０１５年に保有台数が日本
と同じになる

• ２０３０年ごろまで増えつづけ、現在の
先進国並（２．５人に１台）となり、その
後安定化する

Prediction of Reserved Automobiles
in CHINA and INDIA

Scenario [3]
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CHINA prediction

INDIA prediction

JAPAN

JAPAN Prediction

CHINA: depend on production rate 15.3% increase
INDIA: depend on production rate 15.3% increase

CHINA INDIA JAPAN WORLD

production 0.5 0.5 8 40

reserve 6.6 4.8 50 520

CHINA INDIA JAPAN WORLD

production 65 55 8 160

reserve 623 459 50 1602

number of automobile in 1998 [million cars]

number of automobile in 2030 [million cars]

中国・インドにおける乗用車普及を想定した
世界の乗用車保有台数の推定 1982年以降の高速道路整備延長

（平成１３年度 国土交通白書より）

＝シミュレーションの前提＝
• GV  +40%ULV → 2005年導入
• FCVG+40%ULV → 2007年導入
• FCVN+40%ULV → 2010年導入

＝結論＝
• 無対策の場合、先進国のGHG削減努力は
2020年頃から非常にむなしいものになる。

• 逆に考えると、中国インドのモータリゼー
ションの脅威は（気候変動の見地からは）
2015年頃までは大きな心配事ではない。

Prediction of CO2 emission
GV+40%ULV, FCV N+40%ULV and FCVG +40%ULV
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世界の温暖化対策・省エネルギー対策としての超軽量CFRP車の効果
（削減ポテンシャルと提言）

＝提言＝

• 量産車の燃料電池車化と超軽量化技術は先
進国において（当面京都議定書の目標達成
を念頭において）早期確立を目指す。

→ 産業競争力・空洞化対策

• 技術適用車の中国インドへの導入は2015～
2020年を目標として、インフラの現地展開
などの戦略を考える。

→ 利益をどう国内にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸするか

も
ど
る

リサイクルと省エネのトレードオフ
（プラスチックスリサイクルについての基本）

• リサイクルしない場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【石油２、ゴミ１】
• １トンのプラスチックスを作るのに必要な石油は約２トン

• 原料としての石油１トン ＋ 燃料としての石油約１トン
• 定常状態では、１トンのプラスチックスゴミを排出

• 完全リサイクル（マテリアルリサイクル）の場合・・・・・・・【石油３～５、ゴミ０】
• （劣化によりリサイクルできなくなる現象はここでは無視）
• １トンの廃プラが原料となる（プラスチックスゴミはゼロ）
• 廃プラ１トンからプラスチックス１トンを作るためには、燃料としての石油が３～５トン必要
• 結果的に、ゴミを出さない循環型（リサイクル）社会を目指すために、枯渇性資源を倍以上消費する
ことになり、当然、排出ＣＯ２もそれに比例して増える（循環型社会を取るか、枯渇性資源節約＆温
暖化対策を取るかのトレードオフ）

• 完全リユースの場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【石油０、ゴミ０】
• （劣化によりリユースできなくなる現象はここでは無視）
• １トンの廃プラが原料となる（プラスチックスゴミはゼロ）
• 廃プラ１トンからプラスチックス１トンを得るエネルギーは極めて小さい

• 易分解設計、非破壊的余寿命評価、等が重要な技術となる

• 完全サーマルリサイクル（熱エネルギーとしての回収）の場合・・・【石油１、ゴミ０】
• １トンの廃プラは１トンの石油と同等のエネルギーとなる（ゴミはゼロ）
• この熱を利用して、石油１トンからプラスチックス１トンを作ることができる

• 易分解設計、脱塩素、等によりダイオキシン発生を抑制する必要がある

基礎素材としての利用し易さ（集積度と濃度）

• 天然資源（資源として活用できるものは既に地理的に集結しているとする）
• 地理的集結度【・・中～高】
• 物理的濃度 【低～中～高】

• 材料・基礎素材
• 地理的集結度【・・・→高】
• 物理的濃度 【・・・→高】

• 製品
• 地理的集結度【低～中←・】
• 物理的濃度 【・・中←・】

• ゴミ（使用済み製品）
• 地理的集結度【・・・→高】
• 物理的濃度 【低←・・・】

↓（大きなエネルギーが必要となる工程）

（鉱物の採掘等、→にエネルギー必要）
（濃縮にも大きなエネルギーが必要）

↓

（市場に分散）
（組立、溶接等により、純度が低下）

↓

（回収にエネルギーが必要）
（異種ゴミを混ぜると、純度が低下）

↓（大きなエネルギーが必要となる工程）

• 再生材料
• 地理的集結度【・・・・高】
• 物理的濃度 【・・・→高】（分離、濃縮に大きなエネルギー）

リ
サ
イ
ク
ル
の
技
術
開
発
目
標
は
天
然
資
源
か
ら
の
加
工
Ｅ

ご質問等はメールでお気軽にどうぞ。
jun@sunshine.naoe.t.u -tokyo.ac.jp

ホームページでは講義・研究全般を紹介しています。
http://sunshine.naoe.t.u-tokyo.ac.jp/jun/

ゼミのページでは、情報収集源として、蔵書リスト、新聞記事データベース、
メールグループ、ウェブサイトを紹介しています。

http://sunshine.naoe.t.u-tokyo.ac.jp/jun/ut_version/zemi/zemi.html


